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戦後 日本の 高校間格差成立過程 と社会階層
一 1985年 SSM 調査デ ー タの 分析を通 じて
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1． 問題の 所在

　わ が国の 高等学校が ，学科 や入学難易度 ラ ン ク に 基づ く格差 構造を な して い る こ

と， こ の よ うな高校の 格差構造が ， 生徒の 出身階層や 卒業後の 進路 との 間に 社会的 ト

ラ ッ キ ン グ ・シ ス テ ム を形成 して い る こ とは，周知の 事実とされて い る。 しか しなが

ら， 門脇
・
飯田 （1992） も指摘する よ うに ，戦後の 新制高校 は，当初 は総合制化 を 目

標に設立された もの で あ っ た 。 すなわ ち， 今 日自明の こ と とされ る高校の トラ ッ キ ン

グ構造 は ， 当初の 意図に反 して 成立 した歴史的産物とい え るの で あ る 。

　高等学校 の 格差構造 の 成立 ω は ， 新制高校を取 り巻 く戦後 日本の 産業 ・職業構造あ

るい は人 □動態上の 歴史的変容過程 と リ ン ク した 動的過程 と して とらえ るこ とが で き

る 。 同時に そ れ は ， 生徒の 出身階層 ある い は到達階層 とい っ た全体社会の 階層構造 と

の 関係性を次第 に 明確化す るか た ちで 拡大，発展を遂 げて きた もの で あ る。

　「社会階層 と教育」は ，

一
貫 して我 が国の 教育社会学 に お け る主要なテ

ー
マ で あ り続

けて きた に もかか わ らず，高校格差 と社会階層を め ぐる動的過程 に っ い て 着 目 した 先

行研究 は数少な い 。 社会階層 と教育に 関す る既 存の 研究は ，   社会移動 の 媒介変数と

して の 教育効 果 に 関 す る研 究 〔「出身階層
一

教育
一

到達 階層」 モ デ ル 〕（直井 ・藤田

1978
， 藤田　1979

，
1990な ど） と  同

一
学歴内に み られ る学校格差 と社会階層 に関す

る研究 （江原　1977
， 秦　1977， 近藤　1982， 松原他　19．・84

， 吉本　1984
， 尾嶋　1990

な ど） に 分類で き るが t い ず れ もい くつ か の 未解決の課題 を残 し て きた 。

　第 1 に ，社会移動の 媒介変数 と して の 教育効果に関す る研究 （直井 ・藤田　1978，

＊

お 茶の 水女子大学　
＊ ’

東京大学　
＊ ＊ ＊

東京大学大学院
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藤田　 1979・1990）は ， 教育効果の 変数 として 最終学歴を用い る こ とが も っ ぱ らで あ

り， 社会移動 の 媒介変数 として 高校 の格差構造が言及 され るこ とはなか っ た。

　第 2 に ，同
一
学歴内に み られ る 学校格差 と社会階層に 着目した研究は，長期に わ た

る社会移動経歴を追跡 しきれ ない 点に最大の 弱点が あ っ た 。 学校格差 に言及 した既存

の 研究 は ， a）生徒の 出身階層と学校 （大学）タイ プ ・ラ ン ク との 関係 の み が分析 され

て い る （高校 ラ ン クに 関 して は ， 秦　1977， 大学 ラ ン クに関 して は ， 尾嶋　 1990）， b）

出身高校の タイプ ・
ラ ン クと卒業後の 進路の み が分析され て い る （江原　1977

， 近藤

1982
， 吉本　1984）， c ）生徒 の 出身階層 ， 高校 ラ ン ク ， 進 路の 3 変数が 検討 されて い

る もの の
， そ こ で の 追跡 は高校卒業後 の進路 に とどま っ て お り，

10年後 ，
20年後の 到

達階層まで が明 らか に な っ て い るわ けで はな い （松原他　1984）， とい う限界が あ る。

　 さ らに ， 同
一学歴 内に み られ る学校格差 と社会階層 に着 目 した研究 は，秦 （1977）

を除い て は複数時代間の比較が行われ て い な い
。

こ れ は，藤田 （1979・1990） とい っ

た過 去の SSM デ ー タを用 い た社会移動研究が ， 複数 コ ーホ ー ト間の 比較を通 じた 歴

史的変容過程を明 らか に して きたの とは対照的で あ る。

　以 ヒをふ まえ本稿で は ，
1985年 SSM 調査 （社会階層 と社会移動全国調査）デ

ータの

再分析を通 じて 以下 を実証す る こ とを 目的と した
。 第 1 に ， 新制高校 の格差構造の 成

立過程 と ， そ れが社会移動の 媒介変数 と して い かな る変容を遂げて きたか を明 らか に

する こ と，第 2 に ， こ うした高校間格差の 変化 を捉え る際に 頻繁 に言及 され る 「職業

科の 地位低 下」傾向を，階層 との 関係 とい っ た視点か ら実証す る こ とで あ る。

　高校格差構造 の もつ 社会的 トラ ッ キ ン グ ・シ ス テ ム に関す る従来の 知見は ，
そ の ほ

と ん どが 複数の 異 な る調査結果の 「っ な ぎ合せ 」 に よ っ て 導 かれ た もの で あ り， その

意味 に お い て は 「仮説的」検証 の 域 を出な い 。 これ に対 して 本研究 の最大の メ リ ッ ト

は ， 同
一

人物の 出身階層か ら高校を経 由 した 到達階層 まで の デ
ー

タ を検討する点に あ

る 。 本研究を通 じて ， 今日見られ る高校の 格差構造 （トラ ッ ク）が歴 史的に形成 され

て きた もの で あ る こ と ， それ が全体社会の 階層構造 と密接 な関連を もちなが ら発展 し

て きた こ とが明 らか に な るで あ ろ う。

2． 戦後の 高校間格差成立 の 歴史 的背景

　　一 ベ ビー ブー ム 世代 の 高校入学 とその イ ン パ ク ト
ー

　今 日周知の こ ととさ れ る高校の 格差構造 は どの よ うに 拡大 ・深化を遂 げたの で あ ろ

うか 。 そ こ に は ， 学校を取 り巻 く諸社会の 変動， さ らに は そ れ に 対応 して 行われ た教

育制度改革の 歴 史が 関係 して い る と考 え られ る 。 そ こ で ， 次章以 降の 実証 研究に 先
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　　　　　　　　　図 1　 新制高校 をめ ぐる諸動 向

資料 ：文 部 省 ［学 校 基 本調査」
・厂

文部統計要 覧 」， 厚生省
「
人 口 動 態 統 計」。

注 1 ：学科数 は 本科 の み 。
注 2 ：1959〜61年 の 15年 前 出生率 は ，1944〜46年出生 率が 官庁資料 に な い ため 省略 して い る。

だ っ て ，新制高校を め ぐる これ ら諸動向を簡単 に提示 して お こ う。

　図 1 は，高校進学率と当該年の 15年前の 出生率 （そ の 年の 中学卒業者が生まれ た 年

の 出生率 と近 似す る）の 動向を ， さ らに そ の 下 に，当該年 の 学科数を普通科 と職業科

別 に示 した もの で あ る 。 こ こか らわか る こ とは，戦後 ， 高校進学率は
一

貫 して 上昇を

続けて きた こ と，

一
方 で ， 出生率 は， ベ ビ ーブーム 期以 降急減 して い る こ との 2 点で

あ る。

　さて ， 高校 の格差構造の 拡大 ・深化に は ， い くっ か の 前提条件 を必要 とす る。 第 1

に，高校進学が 大衆化 し， 生徒間に 学力の 分散が生 じて い る こ と，第 2 に ， 同
一

学区

内に 複数 の学校が 存在 し，学校間で入 学 して くる生徒の 質を め ぐる競争が 起きて い る

こ と，第 3 に ， 入学者選 抜が社会的に 正 当化 さ れて お り， さ らにその 基準が 一
元的で

あ る こ とが あげ られ る Q

　これ らをふ ま え戦 後の 高校教育 を め ぐる歴 史を振 り返 る と， 新制高校の 格差構造

は ，

ベ ビ ーブー ム 世代の 高校入学 を契機 に発生 し， その 後
一

気 に拡大 ・深化を遂げた

もの で あ ると結論づ け る こ とが で きる 。 まず ，
ベ ビーブー ム 世代が 高校入学期 を迎 え
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る こ ろに は，小学区制 は事実上廃止 とな っ て お り， こ の 世代は同
一

学区内に 複数の 学

校 が存在す る とい う条件の 下，高校 に押 し寄せ た 。

　次 に ， 需要 （進学希望者数） に対 して供給 （高校定員数）の 少なか っ た ベ ビ
ーブ ー

ム 世代の 高校入学期は ， 入口 で の 「ふ る い 分 け」の 必要性 を生 み ， 戦後に おけ る選抜

制度導入の 契機を もた らした 。 さ らに ， ベ ビ ーブ ーム 世代対策 と して増設 され た高校

定員 は ， そ の 後 もそ の規模が維持され たた め ，
ベ ビ ーブー ム 以後世代 に と っ て は 「入

り口 の広 さ」が保証 され た 。
こ の こ とは結果的に 高校進学機会を高 ぬ 進学率を急速

に 上昇 させ たが ， 同時に 高校入学者の さ らな る学力分散を もた ら し，高校間の 差異化

＝序列化 を促進 したの で ある 。 続 く1975年以降の 普通科高校比率の 増大は ，そ の 間の

格差の 拡大を もた らした 。

　以上の よ うに
， 戦後の 新制高校 の歴史 に と っ て ベ ビー ブーム 世代の 登場 は重要な分

岐点で あ っ た こ とが わか る 。 戦後 の新制高校 の変容 は ， 政府 の 政策転換や産業政策 に

よ っ て の み 引 き起 こ され た わ けで は ない
。 そ こ に は ベ ビ ーブ ーム 世代とい う人口 構造

の あ り方 が大 きな 影響を与えて い た の で あ る 。 彼 らの 存在 と行動様式が 高等学校 の 多

様化政策を導 くと同時に ， 小学区制や総合制の 後退 をそ の制度的背景と して 高校間格

差構造の 形成を実質化 させ て い く役割 を果た した 。

　そ こで 本稿で は ， 今 日み られ る高校間格差拡大の 契機 と して ベ ビ ーブーム 世代 の 重

要性 に 着目す る こ とに した 。 次章以 降で は， 1985年 SSM 調査 デ ータの 再分析 を行 い
，

戦後 の 高校間格差拡大 ・深化の 過程を実証す る。

3． デ
ー タ と指標

　本稿が用 い るデ
ー

タは ， 1985年 SSM 調査 B 票 （男性 ：有効回答数 1，234）お よび F

票 （女性 ：有効回答数 1 ，474）〔
2｝

で あ り ， そ の うち新制学歴保持者
｛3）を分析の 対象 とす

る 。 なお ， サ ン プ ル の 出生年は男性 1927〜 1965年， 女性 1931〜 1965年で あ り，
1948〜

1980年 に高校進学期を迎え た者で あ る 。 まず は ， 以下で 用い る指標 につ い て 説明す る。

【コ ーホ
ー

ト分類】

　第 2章 を ふ まえ ， サ ン プ ル をベ ビ ーブ ー ム 期を境 とす る 2 っ の コ ーホ ー トに 区分 し

た （ベ ビーブー ム 世代 は以前世代 と して 区分）。 具体的 に は以 下の 通 りで あ る 。

・ベ ビ ーブ ーム 以 前世 代 （BB 以 前）；1965年 ま で に 高校入 学の 新制学歴者 〔35歳以

　 ヒ〕

・ベ ビ ーブ ー ム 以後世代 （BB 以 後）：1966年〜 1980年 の 高 校入学者 〔20〜34歳〕

　なお ， 各 コ ーホ
ー

トの サ ン プ ル 数 は ， 男性 BB 以 前582名，　 BB 以後 341名．女性 BB
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以 前642名 ，
BB 以後404名で あ っ た 。

【高校 ラ ン ク】

　 85年 SSM 調査で は ， 卒業高校名 と高校の 学科 ， 課程別が明 らか に な っ て い る 。 そ こ

で ， 大学進学実績を もとに ， 卒業普通科高校を以下の 3 カ テ ゴ リ
ー

に 分類 した
〔4｝

。 分類

に あた っ て は
，

正980年 4 月20日発行の 『サ ン デ ー毎日』記載の 大学合格状況 （「全国

1300高校大学合格者調査」）を基準と した〔5x6｝
。

。普通科 A ：旧帝国大学 ， 東京工 業大学 ，

一
橋大学 へ の 合格者数が計 5名以上の 高校

・普通科 B ：『サ ン デ
ー
毎 日』 に記載の あ る 1，300校の うち上記以 外の 高校

・普通科 C ：「サ ン デ
ー
毎 日』 に記載の な い 高校

　な お，高校名不明の サ ン プ ル は，本カ テ ゴ リーを用い た分析か らは除い て あ る。

【社会階層】

　父職 およ び本人初職 に つ い て は ， SSM 職業大分類 （佳事の 内容）と従業 上の 地位 を

合成 し，社会経済的地位 4 分類 （SES　4分類） を作成 した〔7x8｝
。

・ホ ワ イ ト　 ：SSM 職業大分類が専門 ， 管理 ， 事務職
（91

の者

・ 自営業者　 ：SSM 職業大分類が販売 ， 保安，
サ ー ビ ス

， 技能生産工程職の うち ， 従

　　　　　　　業上 の 地位が 経営者 ・役員 また は 自営 ・家族従業者の 者

・雇用労働者 ：SSM 職業大分類が販売 ， 保安 ， サ
ービ ス

， 技能生産工 程職の うち，、従

　　　　　　　業上 の 地位が 被雇用者の 者

・ 農業　　　 ；SSM 職業大分類が農業の 者

　な お ， 以下 で は男性を主 た る分析対象と し， 女性に関す る知見 は脚注で 補うこ とに

す る 。 第 1 に ， 女性の 地位測定指標が未だ定ま っ て い な い こ と ， 第 2 に ， と りわ け女

性の 社会移動を測定す る際に は ， 父
一

娘 間の 世代間比 較だ けで な く， 労働市場 に お け

る ジ ェ ン ダ
ー

の 差異 も考慮す る必要 が ある こ とが そ の理由で ある 。

　続 く第 4章 ， 5章で は ， デー タの 分析を通 じて ， 戦後の 新制高校の 変容過 程 と社会階

層 との 関わ りを明 らか にす る。 まず は学科別分析を第 4章で 行い
， 次に普通科高校 ラ

ン ク別分析 を第 5章で 行 う。

4． 学科間格差 と階層

　学科間の 格差 （特に普通科一職業科の 格差）の 問題 は戦後新制高校 の 格差構造 を め

ぐる議論に必 ず とい っ て よい ほ ど登場す る。 しか し， こ う した格差構造 は常に 安定的

に 存在 して きた わ けで は な く， む しろ ベ ビ
ーブーム や進学率 の 向上 ， 産業 ・職業構造

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 65

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

の変動な どとい っ た大 きな社会変動に さ らされて きた 。 そ こ で まず最初 に，学科間格

差の 変化の 問題 と して 再三 指摘されて きた 「職業科の 地位低下」傾 向を取 り上 げ， そ

れ と社会階層との 関係を ，
1985年 SSM 調査 デ

ー
タ に よ っ て 数字の 上で も裏付けて み

よ うllo）
。

（1） 職業科入 学者の成績 と職業科の位置の 変化

　職業科に 関 して 「地位低下」 とい っ た 言い 回 しが な され る と き， 直接的に イ メ ージ

す るの は，入学者の 学力水準の 低下で あ ろ う。 そ こ で ， 学科一階層の 関係変容の 分析

に 先だ っ て ， 成績に っ い て の 質問項目を もっ SSM 調査男性 B 票デ
ー

タを用 い て ， 学

科別 に 中学卒業時 の 成績を BB 以前世代 ・BB 以後世代 の間で 比較 し， 職業科 の 「地位

低下」 とい われる傾向を再確認 しよ う。 図 2 に 示 した よ うに，農業科，工業科，商業

科入学者 の 成績が BB 以後世代で 大 き く低下 して い る こ とが明 らか で あ る 。 中学成績

「上」に 注目す ると，普通科で は43．2％ か ら40．9％ へ とほ とん ど変わ っ て い ない の に 対

して ， 農業で は 20，7％か ら5。9％ へ ，工業 で は32．9％か ら16．3％ へ ，商業で は32％か ら

9．4％ へ と下が っ て い るの で あ る。 これ は ， 従来印象的に 語 られて きた こ とで は あ る

が ， デ ータ と して は ， 職業高校 の地位低下 とい われ る事態 を もっ と も端的 に示す もの

と思 われ る 。

％
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図 2　学科別 世代別 ・ 中卒時の 成 績 （男性 の み ）
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表 1 父職 X 学科進学先　分結指数 〔男性 BB 以前〕

普通科 農業科 工 業科 商業科 中卒 計

ホ ワ イ ト L65 （88） 0．40 （3） 0．91 （18） 0．93 （12） 0．29 （11） （132）

自営業者 0．92 （37） 0．53 （3） 0．93 （14） L54 （15） LO9 （31） （100）

雇用労働者 O．75 （28） 0，38 （2） L59 （22） LO1 （9） 1，14 （30） （92）

農業 0．67 （46） 2．08 （20） 0．79 （20） 0．73 （12） 1．42 （68） （169）

計 （199） （28） （74） （48） （140） （493）

※ （ ）内は観察度数 。 計に は 「そ の他 の 学科」 （雇用労働者 1名，農業 3 名）が 含まれ る。
学 科名無回 答 の 者 は計算か ら除 い た た め，表 5 の 合 計 数値 とは一致 しな い 。

　　　　　　　　　 表 2 父職 X 学科進学先　分結指数 〔男性 BB 以後〕

普通科 農業科 工業科 商業科 中卒 計

ホ ワ イ ト 1．48 （64） 0．22 （1） 0．58 （11） 0．37 （3） 0．18 （1） （81）

自営業者 LO3 （46） 0．63 （3） 1．03 （20） 1．32 （n ） 0．68 （4） （84）

雇用労働者 0．66 （27） 1．15 （5） 1．34 （24） 1，43 （11） 1，68 （9） （77）

農業 0．76 （24） 2．40 （8） 1．09 （15） 0．85 （5） 1．70 （7） （59）

計 （16D （17） （70） （30） （2D （301）

肇 （ ） 内 は 観 察度 数。計 に は 「そ の 他 の 学 科」 （ホ ワ イ ト 1名，雇用 労働者 1名 ） が含 まれ る 。

学科名無回答の 者は 計算か ら除 い た た め，表 6 の 合計数値 とは
一
致 しな い 。

  　出身階層 と学科

　 こ の よ うに職業科 に お ける入学者の 学力水準の 低下の デ
ー

タをみ ると t 同様 に 出身

階層 に っ い て もこれ と対応 した変化 の傾 向 ， 具体的 に は職業科 に っ い て ホ ワ イ トカ

ラ ー層 出身者の 減少や教育年数の 少な い 階層出身者 の増加が予想 さ れ る
。

そ こ で ，代

表的 な 出身階層指標で あ る父職業を取 り上 げ， BB 以前世代 と BB 以 後世代の 間の 比

較を行 っ た。 父職業に っ い て は SES4 分類を用い たが ，
　 SES4 分類 x 学科 とい う ク ロ

ス 表を各世代別に 作成 した上で
， 職業構造の 変化に 伴う職業分布の BB 以前世代 ・BB

以 後世代間の 違 い を調整す るため に， ク ロ ス 表の 各 セ ル の 値を周辺度数で 除 した分結

指数 （各セ ル の 値の 周辺度数か らの予測値 に対す る比率を示す もの で あ り， 従来 「選

抜度指数」 と呼ば れて きた もの に 等 しい）を算出 して 両世代間で 比較 した 。

　表 1 と表 2 は，BB 以前世代 ・BB 以後世代 の 父職 SES4 分類 × 学科 とい うク ロ ス 表

に つ いて の 分結指数を示 して い る 。

　 まず ， 普通科 は他の 学科 に比 べ る と相対的に動 きが小 さ い の に対 して ， 職業科各学

科 はか な り変化 を示 して い る 。 農業科 で は ， 農民層 の 重 みが 高 ま っ て い る （2．08→

2．40）が ，

一
方で 雇用労働者層の 相対的比 重 の 増加 （0．38→ 1．15）・ホ ワ イ ト層 の減少

（O．4  → 0 ．22） も示 して い る。 商業科で もやは りホ ワ イ ト層が 減少 し （0．93→ 0．37），
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雇用労働者層が増えて い る （1．Ol→ 1．43）が ， も とも と他学科に比 べ て 比重 の高か っ

た 自営業者層が相対的に少 な くな っ て お り （1．54→ 1，32）， 学科 の 出身階層上 の特徴が

希薄化 して い る。 また工 業科で は BB 以 後世代で 自営層 （0．93→ 1．03）と農民 （0，79→

1．09）が相対的に 増加 し， ホ ワ イ ト層 （O．91→ O．58） と雇用労働者層 （1．59→ 1．34）

が減少 して い る。 もと もと他学科 に比 べ て 比重の 高か っ た雇用労働者層の 相対的減少

は ，商業科と同様 こ の 学科の 特徴を希薄化させ る もの とみ なせ る 。 ただ し， 絶対的な

比率で は工 業科 にお け る雇用労働者層の シ ェ ア は29．7％か ら34．3％ とや は り増加 して

い る。

　観察度数の 小さ い セ ル も多い た め過度 の 一
般化 は 避 けね ばな らな い が ，大 まか に

は
， 以上の 分析か ら 3 っ の 特徴を指摘す るこ とが で き る。 第 1 に

， 学科に よ っ て 程度

は異な るが ， 全体 と して ホ ワ イ ト層の 相対的比重が低下 して い る点で あ る 。 第 2 に ，

こ れ も学科 に よ っ て程度 は異 なるが ， お おむ ね雇用労働者層の 増加 を示 して い る点で

あ る。 そ して ， 第 3 に
， 工 業科や商業科に み られ るよ うに ，

BB 以前 に は ある特定の 階

層 出身者との 結 び っ きの 強か っ た各学科 が ， そ の よ うな特徴を希薄化 させ る よ うな層

か らの 受け入れを強め て い る， とい う点で あ る。 もっ とも農業科で は分結指数で はむ

しろ農民層か らの 比重を強め て い る。 しか し同時に 雇用労働者の 比 重 も強めて い る の

で あ り， こ の 学科 は農民層だ けで な くホ ワ イ ト層以外の 幅広い 階層か ら進学す るよ う

に な っ て きた と もい え る。 したが っ て ， 以上 の 3点を ま とめれ ば ， 職業科各学科 は い

わゆ る 「地位低下」を さまざまなか たちで経験 しなが ら， それぞれの 出身階層上の 特

徴を希薄化させ て い っ た と思わ れ るap
。

（3＞ 到達 階眉と学科

　学科別の 初職の 変化の 傾向は ， 学校基本調査な どの デ
ー

タに よ っ て ， 職業学科か ら

の 初職階層 の 全般的な変化の 傾向を確認 で き る“zが ， 本研究で 提起 して い る BB 以

前 ・以後の 二 世代を SES4 分類 と い う新 たな職業 カ テ ゴ リーを用い て 比較する と い う

方法で は ， 出身階層 に関 して み られ た職業科 の 非 ホ ワ イ トカ ラ ー化 お よ び均質化とい

う傾向は 到達 階層に つ い て も見い だ さ れ る の だ ろ うか 。

　そ こで ，
SSM データで BB 以前世代 ・BB 以 後世代それ ぞれ の 出身学科別初職の 分

結指数を計算 した もの が ， 表 3 及 び表 4 で あ るQ

　本稿 の コ
ー

ホ
ー

ト分類 （BB 以前 ・以後世代）に は年齢の 幅が あるた め
， 例えば学校

基 本調査を用い た 1955年 と 1995年 との 2 時点間の 比較の場合 と比 べ る と，変化が や や

相殺 され て しま う傾 向を もつ
。 しか しそ れで も， 普通科 ・工 業科 ・農業科 出身者 は
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表 3　出身学科 x 本人 初職　分結指数 〔男性 BB 以前〕

ホ ワ イ ト 自営業者 雇用労働者 農業 計

普通科 L74 （130） 0．86 （15） 0．66 （77） 0，28 （5） （227）

農業科 0．65 （6） 0．47 （1） 0．90 （13） 3．58 （8） （28）

工業科 0，80 （21） 0．97 （6） 1．22 （50） 0．48 （3） （80）

商業科 1，37 （23） 0．77 （3） 0．88 （23） 0，49 （2） （51）

中卒 0，07 （4） 1．38 （18） L40 （122） 1．91 （26） （170）

計 （184） （43） （288） （45） （560）

※ （ ）内は 観察度数。 計に は 「そ の 他の 学科」 （雇用労働者 3 名， 農業 1 名）が 含まれ る 。

学科名無回答の 者 は 計算か ら除い たた め，表 7の 合計数値 とは
一

致 しな い。

　　　　　　　 　 表 4　出身学科 × 本人初職　分結指数 〔男性 BB 以後〕

ホ ワ イ ト 自営業者 雇用労働者 農業 計

普通科 1．38 （79） 0、82 （8） 0．79 （61） 0．23 （D （149）

農業科 0．92 （6） 0．00 （0） LO2 （9） 3．93 （2） （17）

工業科 0 ．60 （18） 0 ．77 （4） L36 （55） 0．43 （1） （78）

商業科 1．05 （13） 2、36 （5） 0，78 （13） 1．03 （1） （32）

中卒 0．10 （1） 1．74 （3） L33 （18） 5．13 （4） （26）

計 （117） （20） （158） （9） （304）

※ （ ）内 は観察度数 。 計に は 「そ の 他の 学科」 （雇用 労働者 2名）が 含 まれ る。

学科 名 無 回答 の 者 は 計算 か ら除 い た た め，表 8 の 合計 数値 と は
一致 しな い 。

BB 以 後世代で 雇用労働者へ の 入 職傾向をや や強め て い るよ うで あ る 。 ま た ， 初職が

ホ ワ イ トとな る傾向 は BB 以前 に は普通科がか な り強 く，
つ い で 商業科が やや強か っ

たが ， BB 以後に は農業科以外 の 各学科で ホ ワ イ トに な る相対的比率が 下が っ て い る。

以上か ら， 職業科出身者に お け る初職階層の ブ ル ーカ ラ
ー化を指摘で きるが ， 普通科

に も似た よ うな変化の 傾向が み られ る以 上，む しろ普通 科を含め た高校全体に お ける

ホ ワ イ トへ の 就職機会の 縮小と読 め る。
こ れ は量的に 拡大 した普通科高校が内部分化

し， 少な くとも BB 以後の 初職階層に 関す るか ぎり普通科を
一
括 りに した の で は職業

科との 序列関係が必 ず しも鮮明に見 い だせ な くな っ た とい う こ とを示唆 して い る 。

（4） 学科 と階層の 関係の 変容

　以 上の よ うに
， 職業科 の 「地位 の 低下 」 と一

般 に 呼ばれ て きた もの が戦後 日本社会

に 全体 と して 生 じた社会的事実 で あ る こ と は， こ こ で の 分析に よ っ て 確 認 され た と

い っ て よい
。 進学実績は も とよ り， 入学者の 成績の 点で も職業科は明らか に その 相対

的位置を低下 させ て い る。
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　そ の うえ ， 出身階層 と高校の 学科の 関係は ， BB 以 前世代と BB 以 後世代 で 大 き く異

な っ て い る こ と も明らか で ある。 出身階層とい う点で は各学科が そ れ ぞれ 「お得意先」

を もっ て い た BB 以 前世代 に 比 べ て ，
　 BB 以後世代で は工 業科 や商業科で そ の 特徴を

薄あ
， また農業科 も， 農民 自体の 大幅な減少 に よ り， ホ ワ イ ト以外 の各層か ら幅広 く

生徒を受け入れ る よ うに な っ た とみ られ る。 そ して ， 全体と して は雇用労働者層の 増

加 ・ホ ワ イ ト層の減少 とい う傾向を示 して い る。

　また ，到達階層の 点で も職業科は出身階層 の 場合と同様の 傾向を示 して い る 。 職業

科 は雇用労働者へ の 流入の 傾向を強め
，

ホ ワ イ ト層 へ の 就職 の 幅を狭 めて い る 。 た だ

し， 普通科高校の 分化が ベ ビ ーブーム を挟ん で 生 じ， BB 以後世代で は普通科一職業

科の 二分法で は十分に捉 え きれ な い現実が生 じて い るもの と思われ る  
。

5． 普通科高校間格差と階層

　いわ ゆ る 「偏差値 ラ ン ク」 に 代表 され るよ うな普通科高校間格差 は ， 前章で み て き

た学校タイ プ （学科）間分化 とな らぶ ， わが 国の 高校に み られ る特徴で ある 。 本章で

は ， 大学進学実績 を もとに作成 した普通科高校 3 ラ ン ク　（普通科 A ・B ・C） を用 い

て ， 高校 ラ ン ク と出身階層 ， 到達階層の 関係とそ の 時代的変容を明 らか にする 。

（1） 出身階層 と高校 ラ ン ク

　図 3 は ， 男性サ ン プル の 出身階層 （父親主職の SES4 分類）別高校進学状況を ，

ベ

ビ ーブー
ム 以前世代 と以後世代 とで 比較 した もの で ある。

　 　 　 　 　 　％

0090807060504030201001

N 高校全体 ・BB 後

ロ。・｛】 高校全体
・BB 前

一 r 直 普通科 ・BB 後
△… △ 普通科 ・BB 前
●一一

● 普通 科A ・BB 後

o ・・o 普通科A ・BB 前

ホ ワ イ ト　　 自営業 者　 雇 用 労働者　　農業

図 3　出身階層別 高校進 学状 況の 推移 （男性 ）
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表 5 父職 X 進学先高校ラ ン ク　分結指数 傷 性 BB 以前〕

普通科 A 普通科 B 普通科 C 職業科 中卒 計

ホ ワ イ ト 2．11 （36） L91 （29） 1，12 （21） 0．79 （33） 0．30 （11） （130）

自営業者 0．70 （9） 0．96 （11） 1．06 （15） 1 ．02 （32） 1．10 （31） （98）

雇用労働者 0．59 （7） 0．66 （7） 0，91 （12） 1．20 （35） 1．15 （30） （91）

農業 0．54 （12） 0．50 （10） 0．94 （23） 1．03 （56） L40 （68） （169）

計 （64） （57） （7D （156） （140） （488）

※ （ ） 内は 観察度数。 高校名無回答の 者は 計算か ら除 い た た た め
， 表 1の 合計数値 とは一

致 しな い
。

表 6　父職 x 進学先高校ラ ン ク　分結指数 〔男性 BB 以後〕

普通科 A 普通科 B 普通科 C 職業科 中卒 計

ホ ワ イ ト 2．62 （30） 1．28 （16） 0．85 （14） 0．52 （16） 0．18 （D （77）

自営業者 0．17 （2） 1．59 （2D1 ．15 （20） 1．04 （34） 0．69 （4） （81）

雇用労働者 O、52 （6） 0．47 （6） 0，96 （16） 1．31 （41） 1．62 （9） （78）

農業 0．68 （6） 0．52 （5） 1．03 （13） 1．18 （28） 1，68 （7） （59）

言十 （44） （48） （63） （119） （21） （295）

X （　） 内は 観察度数 。 高校名無回答の 者 は 計算か ら 除い た た た め，表 2 の 合計数値 と は
一一

致 し な い 。

　BB 以前世代 （点線）か ら以後世代 （実線）に か けて 高校進学率 （口→ ■）は，自営

業者 （68，4％ → 95．1e／。），雇用労働者 （67．1％ → 88．5％）， 農業 （59．7％ → 88．2％）の

各階層で 飛躍的な伸びをみ せ
，

ホ ワ イ ト （91．6％ → 98．8％） との 差 は著 しく縮小 して

い る 。

　 しか しなが ら， 進学先の 高校 ラ ン クをみ る と， こ れ らの 進学率の 上昇が質的差異を

伴 っ た もの で あ る こ とがわ か る。 例え ば ， 普通科 へ の 進学率 の変動 （△→ ▲）をみ る

と，BB 以後世代 もホ ワ イ ト （66．2％ → 78．O％ ）と雇用労働者 （28．6％ → 35，9％）の 格

差は 全 く縮小 し て い ない 。 雇用労働者 に み られた 高校進学率 の 上昇は ，普通科進学率

の 上昇に は全 く寄与 して い な い とい え る
a4

。 さ らに ， も っ と も大学進学率の 高い 普通

科 A へ の 進学状況の 変容 （○→ ●）をみ る と，
ホ ワ イ ト出身者は 10％以上 もの 上昇が

み られ る （27．7％ → 39．0％）の に 対 して ， 雇用労働者は全 く変化 して お らず （7．7％ →

7．7％）， ホ ワ イ トと雇用労働者の 格差 は BB 以 後世代の ほ うが大 きい 。 対 して ， 自営

業者の 普通 科 A 進 学率 は 減少 （9，2％ → 2．5％ ）， 農業はわ ずかば か りの 上昇 （7．1％→

10．2％ ）しか み られず，全体的に ，BB 以 後世代 で は，ホ ワ イ ト出身者に よ る普通科 A

の 独 占が 起 こ っ て い る。

　以上は， 表 5， 6 に 示 した 出身階層別高校進学先の 分結指数をみ る とよ り明確とな
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る 。

　例え ば ，
ホ ワ イ トの 普通科 A 進学 に つ い て の 分結指数は ，

BB 以 前 2，11か ら BB 以

後2 ．62へ と増加 して い る
一

方 で ，普通科 B 進学 （1．91−一・・1．28）， 普通科 C 進学 （1．12→

0．85）に つ い て は ど ちらも減少 して い る。 加え て ， 自営業者の普通科 B に つ い て の 分

結指数 にみ られ る上昇 （0．96→ 1．59）， 雇用労働者 の普通科 C お よ び職業科に つ い て

の 分結指数 に み られ る若 干の 上昇 （0．91→ 0．96お よ び 1．20→ 1．31）をふ まえ る と， 全

体 と して 次 を指摘す る こ とがで きる 。

　第 1 に ， BB 以後世代 で は ， ホ ワ イ ト出身者の 進学先が普通科 A に集 中す る傾向が

顕著に な る 。 第 2 に， ホ ワ イ ト以 外の 出身者 も BB 以後世代に は， 出身階層 と普通 科

各ラ ン ク との 対応関係が よ り明確とな っ て い る。 第 3 に ， 普通科 B は ， BB 以 前世代

に お い て は普通科 C よ り も普通 科 A との 類似性が高か っ た の に 対 し，
BB 以 後世代で

は，普通科 A よ り も普通 科 C との 類似性が高 くな っ て お り，以 前世代に お い て は普通

科 B ・ C 間に存在 した境界が ， 以後世代で は A ・B 間に 移動 して い る とい え る 。

　高校 ラ ン ク に 応 じて 生徒の 出身階層が大幅に異 な る こ とは ， 先行研究 に お い て も部

分的に は実証 され て きたが ， SSM デ ータを用 い た場合で も同様の 知見が検証で きた 。

さ らに
，

よ り重要 な こ とに ， 普通科高校の 中で どの ラ ン ク の高校 に進学で きるか に っ

い て の 出身階層間格差は ，
ベ ビ ーブ ーム 以後一

段 と拡大 した とい え るの で あ るus
。

（2＞ 到達階層 と高校ラ ン ク

　それ で は ， 各高校ラ ン ク へ の 出身階層に よ る ア ク セ シ ビ リテ ィ の 差異 は， 結果的に

何 を もた らす こ と にな るの で あろ うか 。 労働市場 にお い て 中卒労働者に 対す る高校進

学の 意味， 職業科高校卒に対す る普通科高校卒の 意味が ある よ うに，普通科高校ラ ン

ク間に も何 らか の差異化の 機能 が生 じて お り， そ の 意味 も時代に よ っ て 変容 して きた

と考え られ る 。

　図 4 は ， BB 以前世代 （点線）と以 後世代 （実線）に 関 して ， 初職階層が ホ ワ イ トあ

る い は雇用労働者 の者 の割合を ， 出身高校ラ ン ク別にみ た もの で あ るam
。

　 まず ， 初職 ホ ワ イ ト率の 変化 （口→ ■）で あ る。 初職ホ ワ イ ト率の 高校間格差 は BB

以前世代か らみ られ る もの の
， その 差 は以後世代で よ り顕著 とな っ て い る。 例え ば，

普通科 A 出身者の 初職 ホ ワ イ ト率 は増 加 （71．8°
／・

→ 87 ．2°
／。 ） して い る の に対 し，普通

科 C の そ れ は減少 （37．0％ → 242 ％ ）して い る
。 さ らに

，
BB 以 前世代に は なか っ た普

通 科 A ・B 間の 初職 ホ ワ イ ト率の 差 （A ： 71．8％， B ：68．8％）が，　 BB 以後世代 に生

じて い る （A ：87．2％ ， B ：63．4％ ） こ と もわ か る 。
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t … −A 雇用労働者 ・BB 前

　　　　　 図 4　 出身高校ラ ン ク別初職 の 推移 （男 性）

　次に ， 初職雇用労働者率の 変化 （△ → ▲ ）をみ る と ，
ホ ワ イ ト同様 ， 高校間格差は

BB 以 後世代 の ほ うが大 きい
。 例 え ば ， 普通科 A 出身者 の 初職雇用労働 者率 は 減少

（22．5％→ 12．80／o ）して い る の に 対 し， 普通科 C の そ れは増加 （48．1％ → 67．7％）して

い る。 ま た ，
BB 以後世代で は ， 普通 科 A と B との 間に初職雇用労働者率の 差が生 じ

て い る （A ：12．8％，Bl29 ．3％）。

　以 上か ら， 初職階層に み られ る普通 科高校間格差 は ，

ベ ビーブーム 期を境に拡大 し

て い る こ とが わか る 。 さ らに BB 以後世代で は ， 普通科 C と職業科出身者 の 間で 初職

階層 の 逆転現象 が起 こ っ て お り，普通科 C の 雇 用労働 者率 は職 業科 よ り高 く （C ：

67．70／。 〉職 ：61．20／o ），反対に ホ ワ イ ト率 は低 く （C ：24．2％〈 職 ：28，7％ ）な っ て い

る。

　出身階層の ときと同様に 分結指数を算出した 場合 も， 図 4 と同じ傾向を確認する こ

とが で き る （表 7
，
8）。

BB 以前世代か ら以 後世代に か けて は職業構造の 変化が あ り，

BB 以 後世代で は ， 職業全体 に 占め る ホ ワ イ ト職 の 割合 は増加 して い る は ずで あ る 。

しか しなが ら， 分結指数 をみ て も， BB 以後世代の 普通科 A の 初職ホ ワ イ ト率 は以 前

世代 の 水準を維持 して い る （2．21→ 2．29）一
方で ， 普通科 B ・C の そ れ は著 しく低下

して い る （B ：2，12→ L67 ，　C ：1．14→ 0．64）。 すな わち，　 BB 以後世代 に ホ ワ イ ト職が

増加 した とい っ て も，それは，普通科 A 出身者 に よ るホ ワ イ ト職の 独占を強め るだ け

の 結果に終わ っ て い る とい え る。

　 さ らに ，普通 科高校 A ・B ・C そ れ ぞ れ の 境界 は，BB 以 前世代 よ り以 後世代 の ほ う

が 明確 に な っ て い る こ とが 確認で き る 。 例え ば BB 以前世代で は ， 初職 ホ ワ イ トに っ

い て の 分結指数 は普通科 A2 ．21，
　 B　2 ．12，

　C　1．14， 初職雇用労働者に つ い て の そ れ は

普通科 AO ，44，BO ．52， CO ，93， で あ り， 普通科 A と B の 間に は っ きり した 差は み
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表 7 出身高校ラ ン ク × 本人初職 分結指数 〔男性 BB 以前〕

ホ ワ イ ト 自営業者 雇用労働者 農業 計

普通科 A 2，21 （51） 0．37 （2） 0，44 （16） 0．34 （2） （71）

普通科 B 2，12 （44） 0．41 （2） 0．52 （17） 0．19 （1） （64）

普通科 C 1．14 （30） L62 （10） 0．93 （39） 0．30 （2） （81）

職業科 0．93 （50） 0．80 （10） LO6 （90） 1．10 （15） （165）

中卒 0．07 （4） 1．39 （18） 1．39 （122） 1．84 （26） （170）

計 （179） （42） （284） （46） （551）

※ （ ） 内は観察度数。高校名 無回答の 者 は計算か ら除い た た た め，表 3 の 合計数値 とは
一
致 しな い 。

表 8　出身高校 ラ ン ク × 本人初職　分結指数 〔男性 BB 以後〕

ホ ワ イ ト 自営業者 雇用労働者 農業 計

普通科 A 2．29 （34） 0．00 （0） 0 ．24 （5） 0，00 （0） （39）

普通科 B 1．67 （26） 1．14 （3） 0．56 （12） 0．00 （0） （41）

普通科 C 0 ．64 （15） 1 ．02 （4） L29 （42） 0．53 （1） （62）

職業科 0．76 （37） 1，09 （9） U7 （79） 1．03 （4） （129）

中卒 0．10 （1） L80 （3） L32 （18） 5．13 （4） （26）

計 （113） （19） （156） （9） （297）

※ （ ）内 は観 察度 数。高 校名 無 回答 の 者 は計 算か ら除 い た た た め，表 4 の 合 計数 値 とは一致 しな い 。

られな い 。 これ に対 して BB 以後世代で は ， 初職 ホ ワ イ トに っ い て の分結指数は 普通

科 A2 ．29， BL67 ， CO ．64， 初職雇用労働者に っ い て の そ れ は普通科 AO ．24， B

O．56，C1 ．29で あ り，普通科 A ・B ・C の 間に 明確 な境界の 存在を認め る こ とがで き

る。

　以 上 ， 高校 ラ ン ク と初職階層との 関係に お い て も， 普通科高校間格差は ベ ビーブ ー

ム 期以降， よ り拡大 して い る こ とが 明らか に な っ た 。 どの 高校に進学す るか がそ の 後

の 進路選択 の 機会 と範囲を大 き く制約す る トラ ッ キ ン グ の 機能を 果 た して い る こ と

は ， 従来 も主 と して 高校卒業後の 進学 ／就職に み られ る進路分化との 関係で 指摘され

て きた が ， そ の機能は初職階層 との 関わ りの 上で もみ られ るとい え るの で あ る〔IT
。

（3） 社会的 トラ ッ キ ン グ ・シ ス テ ム と して の 高校 ラ ン クの 成立

　本章で は ベ ビー ブー ム 以 前世代 と以 後世代の 間で ，普通科高校 ラ ン ク と社会階層の

関係が い か な る変容を遂 げ たか を考察 して きた 。 父 職階層，本人初職階層の 双方 と高

校ラ ン ク との 関係をみて きた わ けだ が
， 高校 ラ ン ク との 関係は両者と もに ベ ビーブ ー
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ム 世代 の高校進学期を境に 明確化 して い っ た こ とが 明 らか とな っ た。

　すな わ ち，「出身階層
一

高校 ラ ン ク
ー

到達階層」間に は社会的 ト ラ ッ キ ン グが 成立 し

て い るの で あ り，社会移動 の 媒介要 因 と して の 高校 ラ ン クの 重要性 は， と りわ け ベ

ビーブ ー ム 世代の 高校進学期で あ る1960年代後半以 降， 高ま っ て い っ た とい え るの で

あ る。

6． 考　 　察

　4 章， 5章 で は ， 新制高校 と社会階層 との 関わ りの 変遷を み て きた が， 本稿を通 じ

て ，
ベ ビ ーブ ーム 以後世代に お け る  職業科の 相対的低下お よび均質化 ，   普通 科高

校間格差 の拡大 ・深化の 2点 を実証す る こ とが で きた。 以下 に知見を ま とめ よ う。

　職業科 は か っ て ， 学科 と社会階層の 対応 や ， 出身階層が ホ ワ イ ト以外の 成績優秀者

を集 めて い た と こ ろに その 特徴が あ っ たが ，
ベ ビーブーム 以後世代で は ， 学科 と社会

階層 の 対応が 薄れ ， か わ っ て 職業科 全体 で 高校 間格差構造の 下位に 位置つ くに 至 っ

た 。

一方普通科にお い て は，か つ て はゆ るやか に存在す るに過 ぎなか っ た格差構造が ，

ベ ビ ーブ ー ム 以 降明確な もの とな り， 普通科内部で の 分散の 拡大 と ラ ン ク間の 境界の

精緻化が起 こ っ た 。

　今 日 自明の こ と とされ て い る高校の 格差 構造 は ，

ベ ビ ーブー ム 世代 の 高校入学期を

境に ， 普職間格差まで を もと りこ みな が ら精緻化 して い っ た こ と ， 高校間格差構造の

成立過程 は，社会階層 と高校 ラ ン ク との 関係を次第に 明確化す る過程を伴 っ て い る こ

とが明 らか で あ る。 社会的 トラ ッ キ ン グ ・シ ス テ ム と して の 高校の 役割 は ， 従来 も部

分的 に実証 され て きた こ とで は あ るが ， その 拡大 ・深化 の 動 的過程 を ， 良質 の 全国

デ ー タを 提供 す る SSM 調査 に お い て 示 せ た こ とは ，
こ の 領域に お け る こ れ ま で の

「仮説的」考察を ， 検証で きた こ とを意味 しよ う。

　同時に本研究 は ， 今 日の わが国に おける ， 社会移動 の媒介変数 と して の 高校 「学科」

な らび に 「ラ ン ク」 の 重要性を指摘 した とい え る 。 従来 の 階層研究 に お い て 社会移動

と教育の 関係 を考察する場合 に は ， 教育年数 に代表 され る 「タ テ 」の 学歴，すなわ ち

最終学歴 が 使わ れ る こ とが ほ とん ど で あ っ た 。 今後 は高校学科や高校 ラ ン ク と い う

「ヨ コ 」の 学歴 へ の 着目も不可欠と考え られ る。
こ の こ とは従来， 選抜研究や労働市場

研究 に お い て は指摘 され て きた こ とで はあ るが ，階層研 究 とい う文脈 に お い て は しば

しば軽視 されて きた視点で あ っ た 。

　さ らに 本論 を通 じて ， 教育 にお い て 人 々 を 「差異化」する境界が ， 時代 とと もに 動

い て い る こ と も明 らか に で きた 。 た とえば ，
ベ ビ ーブーム 以 後世代 に お い て ， 高校学
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科と社会階層 との 関係で は ， 普通科を含め た高校全体の 地位低下 さえ見 い だ され る部

分が あ り， 普通科高校 ラ ン ク と社会階層との 関係で は普通科 A ・B 間の 境界の 成立が

示 された 。 こ の こ とは，かつ て 「普通科 とその 他」の 間，あ るい はせ い ぜい 「普通科

A ・B とその 他」 の 間に 存在 した ホ ワ イ トとその 他の 職業階層の 境界が， 時代 とと も

に 「普通科 A と そ の 他」の 間に 移動 した こ とを意味す る
。

なお ，昨今の わ が国に お け

る大学進 学率の 上昇をふ まえ る と， こ の 境界は さ らな る移動 を続 け，近未来的 に は

「特定の 大学 とその 他」 との 間に 至 るで あ ろ う こ とが推測で き る。

　最後に ， 今後に残された い くつ か の 課題を提示 しよ う。 こ こ で は代表 と して家族 ・

兄 弟姉妹の 問題 と ジ ェ ン ダーの 問題 を取 り上 げた い
。

　 まず ， 家族 ・兄弟姉妹の 問題 で ある 。 近藤 （1990） も指摘す る よ うに ， 階層研究や

社会移動研究に お い て 家族 ・兄弟姉妹 の 問題 は ， そ の 重要度に もかか わ らずあ まり扱

われ て こ なか っ た と い っ て よ い 。 近藤 の研究 （1990 ・1996） は こ の 家族 の 規模， と り

わ け兄 弟姉妹数 と出生順位に着目した貴重 な もの で あ るが ， そ の 視点を今回分析した

出身階層 と高校進学 との 関連 の 分析に適用す る と興味深 い 知 見が得 られ る。

　例え ば，相続の 影響が予測され る自営業 と農業は除 き，父職ホ ワ イ トと父職雇用労

働者の 子 ど もを比 べ た と こ ろ ， 次の こ とがわ か っ て い る。   ベ ビ ーブーム 以 前世代に

お い て ， 進学機会 に対す る兄弟姉妹数の 影響 は ， a）父職ホ ワ イ トの場合 ， 普通科高校

進学率 に あ らわれ る， b） 父職雇用労働者の 場合 は ， 高校進学率そ の もの に あ らわれ

る， とい うよ うに 程度の 差 こ そ あれ，父職が ホ ワ イ トの 場合 に も雇用労働者の 場合 に

も兄弟姉妹数 の影響が み られ る 。   ベ ビ
ー ブーム 以後世代 にお い て ， 兄弟姉妹数の影

響は
，

a）父職ホ ワ イ トの 場合， 普通科 A へ の 進学率に あ らわ れ る
，
　 b）父職雇用労働

者の 場合， 高校進学率そ の もの に 影響がみ られ る うえ，進学 した場合で も， よ り選抜

度 の 低 い 職業科 へ の 集中傾向がみ られ る  
， とい うよ うに 兄 弟姉妹数 の 影響が よ りセ

レ ク テ ィ ヴ な部分に あ らわ れ て い る父職ホ ワ イ ト に 対 して
， 父職が 雇用労働者の 場

合， そ の 影響 は依然 と して 高校進学率や普通 科進学率の 段階にみ られ る。

　以土 の 知見 は，同
一

階層内の 格差の 存在 と， 兄弟姉妹数の 影響が 出身階層や時代 に

よ っ て 異 な るか た ちで あ らわれ る こ とを示唆 して い る 。 こ れ らは こ れまで 階層研究 の

主流で あ っ た個人単位で 分析を行 うア プ ロ
ー

チ に よ っ て は解明 され な い 非常 に 興味深

い 課題 で ある が ， 紙面 の 関係 もあ りこ れ以上 の 議論 は別 の 機会に 譲 る こ とに したい
。

　つ ぎに
，

ジ ェ ン ダーの 問題で あ る。
ジ ェ ン ダーの 問題 に つ い て はす で に 本文中で も

分析の 困難さを指摘 して きたが ， 以下に ま とめ て お くこ と にす る。

　女性 の 地位測定指標作成の 試み は ， 古 くは安田 （1971）の こ ろ か ら行われ て い るが ，
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未だ統
一

され た指標が確立 して い な い の が現状 で あ る。 これ は ，   女性の 地位を本人

の 現職で 測定 しよ うと した場合， 主婦 （一無職者）の 存在が ネ ッ ク とな る ，   職業中

断の 多い女性の 場合は，初職の もっ 意味 も男性 と異 な る，  今 日の 女性の 就業状況を

ふ まえ ると ， 女性の 社会移動 を測定する場合 は父職一夫職間で はな く， 父職
一

娘職間

の 比較を行 うの が妥当で あろ うが， すで に Payne ＆ Abbott （1990）等で も言及 され

て い る よ うに，父
一

娘間に は世代 の 違 い に加 えて ジ ェ ン ダ ーの 違 い が存在 して い る た

め単純 な比較が 困難で あ る等を理 由とす る もの で ある 。

　した が っ て ， 社会移動の 媒介変数 と して ， 従来の教育年数に 代え て学科や高校 ラ ン

ク を用 い る際 も，   厂初職 ＝ 本人の 到達階層」と単純に みな す こ とは で きな い，   世

代の 差 に加えて ジ ェ ン ダーの差が ある以 上 ， 「父職一高校学科 ・ラ ン ク
ー

娘初職」 と

い っ た 社会移動を どう解釈す るか の 議論が必要 で あ る， とい う問題が伴 う。 家族
・
兄

弟姉妹数 と同様，女性 と階層研究の 場合 も 「個人か世帯 か」 の 問題 にぶ つ か る こ と に

な る 。 高校格差構造 との 関係に っ い て も女性の 場合は
， 出身階層 と して の 母親属性 ，

到達階層 と して の 配 偶者の 地位 な どを加え た， さ らな る考察が必 要 と され る の で あ

る。

　本稿で は ， 戦後の 新制高校が ，社会階層 とい か な る対応の もとに変容 して きたかを

1985年 SSM デ ータを再分析 し， 明 らか に して きた 。 残 さ れ た課題 は少な くな い が ， 少

な くと も以上を通 じて 従来の 階層研究や教育社会学が残 して きた 「空白領域」の
一

部

を埋 め る こ とがで きた とい え よ う。 な お， 1985年 SSM 調査サ ン プ ル に は 1980年以降

に 高校入学 した者は 含まれ て い な い
。 そ の 後の 産業構造の 変容，高校教育改革あ るい

は 「少子化」社会到来の 影響が ， 高校格差構造に い か な る影響を及 ぼ す こ とに な っ た

の か に つ い て は，今後の 分析が待たれ ると こ ろで あ る。

［付記
・1］本稿で 用 い られ るデ

ー
タ分析 ， 指標作成， およ び資料収集作業 は中西，

　 中村，大内が 共同で 行 っ た 。 草稿に つ い て は 1 ・3 ・ 5 章を中西が ， 4 章を中村が ，

　 2 ・6 章を中西 と大内が分担 し， そ の 後， 3人で 協議， 修正 した 。

［付記 ・2亅本研究遂行 に あた っ て は ， 橋本健二 （静岡大学）， 苅谷剛彦 （東京大学）

　 両 氏の ご協力を い た だ い た 。

［付記 ・3］本稿 は 1995年 SSM 調査研究 の
一

環 と して ，
1985年 SSM 譌査デ

ー
タの 再

　 分析を行 っ た もの で あ る 。 デ
ー

タの使用 お よ び結果 の 発 表 に つ い て は ， 1995年

　 SSM 調査研究会の 許可 を得た。
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〈注〉

｛D　もちろん ，高校格差構造 は戦前期の 中等教育機関に もみ られ たが ， 本稿で 高校格

　差 「成立」 とい っ た場合 ， そ れ は今 日み られ る 「偏差値 ラ ン ク」の よ うな精緻な格

　差構造の こ とで あ り， そ こ に ほ ぼ全員の 者が 巻 き込 まれ る過程 を想定 して い る こ と

　を 断 っ て お く。

〔2） た だ し， 紙面の 都合上 ， 以下 の 本文で は男性票の 分析を中心 に行 い ， 女性票の 分

　析結果 は ， 適宜脚注で 知見 の み の報告をす る。

（3） こ こ で い う新制学歴者 と は ， 中等教育段階 に お い て 新制学校 を通過 した もの と

　 し，中等教育段階で 旧制学校を卒業 した後 に新制大学 に進 学 した者はサ ン プ ル か ら

　除 い た 。 な お ， 最高齢 は男性58歳 ， 女性 54歳で あ る 。

（4） 85年 SSM 調査で は出身高校名を 聞い て い る が ， 指標作成に あ た っ て は本稿執筆

　者 お よび苅谷剛彦が 「サ ン デ ー毎 B』 を参考に 高校を カ テ ゴ リー化 し，独 自の プ ロ

　 グ ラ ム を作成 した。 なお ， 定時制 ・通 信制普通科高校 は
一

括 して 普通科 C と し， 1

　 つ の 学校で 複数の 学科が設置され て い る場合は ，学科 に 対す る 回答を基準 に普通科

　 ／職業科 を分類 した 。 な お ， 石田浩氏 （東京大学） に も助言 い た だ い た 。

  　『サ ン デ
ー
毎 日』 に 「大学合格 ラ ン キ ン グ」 の 類の 記事が初め て 記載され た の は

　 1964年 で ，当時は 「東大合格 ベ ス ト20高校」の みの 掲載で あ っ た 。 以 後，
1960年代

　後半か ら70年代を通 じて そ の 情報量 は増え っ づ け ， 今日 の 高校別進路調査 へ と至 っ

　て い るが ， こ の こ と自体， 60年代後半か ら， 高校格差構造の 精緻化が始ま っ た とい

　 う本稿の 仮説を傍証す る もの とい え る 。 なお ， 「全国主要高校の 大学別進路調査」記

　事が最初 に掲載され たの は 1976年 5 月で あ るが
， 本稿で は 「主要高校」の 基準の 安

　 定性を考慮 し， 1980年の 記事を参照 した 。

（6） コ
ー

ホ
ー

トごとの分布 は次の 通 りで あ る。 男性 BB 以 前 ：普 A72 名 ，
　 B　64名，

　 C

　 83名 ， 職業科 168名 ，
BB 以後 ：普 A45 名 ，

　 B　55名，
　 C　69名 ， 職業科 131名。 女性 BB

　以前 ：普 A46 名，　 B　78名 ，
　 C　172名 ， 職業科 103名，

　 BB 以後 ：普 A35 名，　 B　68名，

　 Cl37 名， 職業科 109名で あ っ た 。

（7） 本指標 は ， 共同研究者橋本健二 の 作成に よ る 。

  　父職と本人初職の コ
ー

ホ
ー

ト別分布 は次の 通 りで あ る。 〔父職〕男性 BB 以前 ：ホ

　 ワ イ ト134名 ， 自営 101名 ， 雇用94名 ， 農業 171名 ，
BB 以 後 ：ホ ワ イ ト81名 ， 自営85

　名，雇用 79名 ， 農業60名。 女性 BB 以前 ：ホ ワ イ ト155名 ， 自営143名， 雇用95名， 農

　業 177名， BB 以後 ： ホ ワ イ トll4名 ， 自営70名 ， 雇用88名，農業78名。 〔初職〕男性

　 BB 以前 ： ホ ワ イ ト188名 ， 自営44名 ， 雇用291名，農業46名，　 BB 以後 ： ホ ワ イ ト119
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　名，自営20名， 雇用 160名， 農業 10名 。 女性 BB 以前 ： ホ ワ イ ト57名， 自営50名 ， 雇

　用451名 ， 農業 41名，BB 以後 ：ホ ワ イ ト68名， 自営 5 名，雇用292名，農業 4 名 。

（9） なお ， 女性票で は，SSM 　8 分類事務職の 者を ， 雇用労働者 と して 分類 した 。 これ

　は ， わが国の 女性事務職の ほ とん どが ，
い わ ゆ る 「ホ ワ イ トブ ラ ウ ス 」 と呼ばれ る

　 よ うな単純事務職 であ るた め で あ る 。

（10） 職業科 と階層との 関係の 変化 の分析 は ， すで に秦 （1977）が行 っ て い る。 しか し，

　秦の 分析は出身階層 の み の 分析で あ り， しか も一地域の みの デ
ー

タ に よ る もの で あ

　る。 全国デ
ー

タに よ る職業科の 地位低下 と階層 との 関係 は ， 数量的 に裏付け られて

　きた とい うよ りは ， 多分 に 印象的に 語 られて きた もの と思わ れ る 。 そ の 意味で ， 本

　稿に お い て こ の 点 を実証 して お く必要が あ る 。 なお ， 本稿で 「地位低下」 とい う場

　合，そ れは
一

般 的な通念 と して 存在す る地位の上下感覚を考慮 して 便宜的に 用い た

　表現に す ぎない こ とを申 し添え て お く。

〈11｝ こ れ は父学歴 に つ い て も同様で ある 。 詳細 は省 くが ， まず あ らか じあ サ ン プ ル を

　rBB以前世代」と 「BB 以後世代」に 分離 し， 教育拡大に よ る BB 以前世代 と BB 以

　後世代 の 教育年数分布の 差異を調整す るため に ， 各世代内部で 父教育年数を Z ス コ

　ア に変換 し， そ の 上で ， 学科別 に平均値を と っ て BB 以前世代 と BB 以 後世代の 問

　で 比較を試み た
。 その 結果は職業科各学科の 相対的低下お よび均質化傾向を鮮 明に

　示 して い る （図註 1）。
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図註 1　 父 教育年数 Z ス コ ア の 変化 （男 性 ）
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〔IZ 例 えば ，
1955年と 1995年の 学校基本調査の デ

ー タを比 べ る と，農業科 と商業科で

　は ，
ブ ル

ーカ ラ
ー
的職種 へ の 就職が 著 しく増大 し，ユニ業で は専門的あ るい は技術的

　職業 へ の 就職率が大 き く低下 して い る。

113） なお ， 女性票 の 分析で も， 職業科と階層 との 関係 に つ い て男性 と同様の 傾向が認

　め られ た
。 すな わ ち ， 出身階層に つ い て は，商業科 お よび家庭科に お い て ホ ワ イ ト

　層の 分結指数が低下 し，雇用労働者層 の 数値が高ま っ て い る 。 また ， 到達階層 に つ

　い て も， 商業科と家庭科で ホ ワ イ トへ の 入職が BB 以後世代で い っ そ う難 しくな っ

　て お り， 雇用労働者へ の 入職 の 分結指数 は高 ま っ て い る 。

（  　雇用労働者に比 べ ， 自営業者 と農業 は普通科高校進学の 伸び率が 大 きい が ， そ れ

　 で もホ ワ イ トとの 差 は依然と して 存在 して い る。

  　女性の 場合 も， BB 以後 ， 高校進学率に み られ る 出身階層間格差 は縮小 して い る

　が ， 普通科高校 へ の 進学率 ， 普通 科 A や B へ の 進学率に おけ る 出身階層間格差 は縮

　小 して い な い 。 な お ， BB 以後世代の 男性 に み られ た よ うな ，
ホ ワ イ ト出身者の 普通

　科 A へ の 極端な 集中 はみ られ な か っ たが そ の 原因の ひ と っ は ， 女子 の 進学状況の

　変化 が常に 男子の それよ り 5〜 10年 くらい 遅れ る こ とに あ る と考え られ る 。 本稿 よ

　 り もさ らに 若い 世代を対象と した場合に は ， 女子 の場合もホ ワ イ ト出身者の 普通科

　 A へ の 集中が み られ る と推測で きる 。

  　普通科 3 カ テ ゴ リ
ーと比較で きる よ うに ， 職業科，中卒に つ い て も記載 して お く。

　な お ，
こ こ に は あ らゆ る最終学歴の 者が 含 まれて お り， 各高校 ラ ン クご との 高卒者

　 の 初職を示 した もの で はない こ とを断 っ て お く。 したが っ て 図 2 が示 して い る こ と

　 は，「最終学校卒業後の 進路が ， どの程度まで 高校時代に決定 されて い るか」とい う

　 こ とに な る。

（ln 女性の 場合は次の 通 りで あ っ た 。   女性 は ， どの 高校 ラ ン ク出身者におい て も初

　職雇用労働者率が ホ ワ イ ト率よ り高 い （男性 との 違い ）。   しか しなが ら，コ
ー

ホ
ー

　 ト間の 初職 ホ ワ イ ト率 お よび初職雇用労働者率の 変化を総合 して み る と ，
ほ ぼ男性

　 同様の 傾向が確認で きた 。 例 えば ベ ビーブ ーム 以後世代 に お い て も，   初職階層 の

　学校ラ ン ク格差 は維持され て お り， また   普通科 A と B 出身者の 初職階層 に，以 前

　 世代で はみ られ なか っ た格差が生 じて い る 。

  　た だ し， 父職雇用労働者の 子 ど もの 普通科 C ＋職業科進学 の 比 率は ，
BB 以前 か

　 ら BB 以後 に か けて 兄弟姉妹数 4人以上 （76．1％ → 82．6°／・ ） の 高さ は相変 わ らずで

　 あ る が
，

そ れ 以一k に 2 人以 下 （57．20／o → 79．3％ ） の 急上昇が 目立 っ
。 雇用労働者出

　身者の場合，兄弟姉妹数の 少な さ は ， 高校進学率 や普通 科進学率の 相対的な高 さ と
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　 戦後 日本の 高校間格差成立過程 と社会階層

　は関連を もちなが らも，選抜度 の高 い高校 へ の進学 とは っ な が らず ， 彼 らは BB 以

　後 ， 全体 と して 高校階層の 下位に進学す る傾向が強ま っ た とい え る。

〈参考文献〉

江原武
一　1977，「大衆化過程 に お ける高等教育機会 の構造」　広島大学 『大 学論集』

　　　　第 5号 179− 199頁

藤田英典　1979
， 「社会的地位形成過程に お け る教育の 役割」 富永健

一
編 『日本の 階

　　　　層構造』　東京大学出版会　329−361頁

藤田英典　1990，「社会的 ・教育的 トラ ッ キ ン グの 構造」 菊池城司編 『現代 日本の 階

　　　　層構造』  東京大学 出版会 127− 154頁

橋本健二 　1995
， 「高校教育の 社会的位置の変遷 と高校教育改革」第47回 日本教育社会

　　　　学会大会発表要旨収録お よび発表資料

秦政春　1977， 「高等学校格差 と教育機会の 構造」　『教育社会学研究』第32集　67−79

　　　　頁

Ishida，　H ．　1996，　Educational　Credentials　and 　Eη〃ッ L αbor　Marhet 　Outcomes伽

　　　　ノ4pan，　 Discussion　Paper　Series　No ．　F−55 ，　 Institute　of　Social　Science，

　　　　University　 Qf　Tokyo．

岩井八 郎 ・片岡栄美 ・志水宏吉　1987，「『階層 と教育』 研究 の 動 向」 『教育社会学研

　　　　究』第 42集　 106− 134頁

岩木秀夫 ・耳塚寛明編　 1983；
‘・
『現代の エ ス プ リ

・高校生 　一学校格差の 中で
一

』　至

　　　　文堂

門脇厚司
・飯田浩之編　1992，『高等学校の 社会史』　東信堂

門脇厚 司
・陣内靖彦編　1992，『高校教育の 社会学』　東信堂

片岡栄美　1988
， 「学歴の 社会的意味」　第40回 日本教育社会学会大会発表要 旨収録お

　　　　よび発表資料

苅谷剛彦　 1995， 『大衆教育社会の ゆ くえ』　中央公論社

菊池城司編 　1990， r現代 日本の 階層構造』   　東京大学出版会

近藤博之　1982， 「高校卒業生 の 経歴 と学校教育の 規定力」　『教育社会学研究』第37集

　　　　 106− 117頁

近藤博之　 1990
， r家族規模と教育達成」　静岡大学人文学部 『人文論集』第41号　1−

　　　　27頁

近藤博之　 1996
， 「地位達成 と家族」　「家族社会学研究』第 8 号　19−31頁

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 81

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

松原治郎 ・今田幸子 ・佐藤郡衛 ・千石保 ・田 中耕一 ・林芳樹 ・吉 田文 ・吉本圭
一

　　　　1984， 「学校教育 とそ の 効果 （第 2 回高校生生来調査）』　 日本青少年研究所

直井優 ・藤田英典　1978， 「教育達成過程 とそ の 地位形成効果」　『教育社会学研究』第

　　　　33集　91一正05頁

尾嶋史章　1990，「教育機会の 趨勢分析」　菊池城司編 『現代 日本の 階層構造』   　東

　　　　京大学出版会　25−55頁

Payne
，
　 G ．＆ Abbott

，
　 P．　 1990

，
　 The　 Social　Mobility　 of 　 Women ：Beyond 　 male

　　　　祝 o うゼ雄ymodels ，　 The 　 Falmer 　 Press．

志水宏吉　1985， 「職業高校の 歴史的変容と現状一高校生の 進路形成 を軸 と して
一

」

　　　　『教育学研究』第52巻第 3 号 291− 301頁

富永健
一

編　 1979， 『現代 日本の 階層構造』　東京大学出版会

安 田三 郎編　 1971，「社会移動の 研究』 東京大学出版会

吉本圭
一

　1984， 「高校教育の 階層構造 と進路分化」　『教育社会学研究』第 39集　 172

　　　　
− 186頁

82

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　


